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医療提供体制施設整備交付金交付要綱 

 

１～３ （略） 

 

（交付対象事業） 

４ （１）～（16） （略） 

（削除） 

 

 

（17）特殊病室施設整備事業 

  （略） 

（削除） 

 

 

（18）治験施設施設整備事業 

  （略） 

（19）特定地域病院施設整備事業 

  （略） 

（20）医療施設土砂災害防止施設整備事業 

  （略） 

（21）医療施設等耐震整備事業 

  （略） 

（22）南海トラフ地震及び日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係る津波避

難対策緊急事業 

平成 27 年４月９日医政発 0409 第 26 号厚生労働省医政局長通知「南

海トラフ地震に係る津波避難対策緊急事業の実施について」に基づく

津波避難対策緊急事業 

（23）アスベスト除去等整備事業 

  （略） 

（24）医療機器管理室施設整備事業 

  （略） 

（25）地球温暖化対策施設整備事業 

  （略） 

医療提供体制施設整備交付金交付要綱 

 

１～３ （略） 

 

（交付対象事業） 

４ （１）～（16） （略） 

（17）腎移植施設施設整備事業 

昭和 55 年 11 月４日医発第 1105 号厚生省医務局長通知「腎移植施設

の整備事業について」に基づく腎移植施設施設整備事業 

（18）特殊病室施設整備事業 

  （略） 

（19）肝移植施設施設整備事業 

平成 19 年３月 26 日健発第 0326008 号厚生労働省健康局長通知「肝

移植施設整備事業の実施について」に基づく肝移植施設施設整備事業 

（20）治験施設施設整備事業 

  （略） 

（21）特定地域病院施設整備事業 

  （略） 

（22）医療施設土砂災害防止施設整備事業 

  （略） 

（23）医療施設等耐震整備事業 

  （略） 

（24）南海トラフ地震及び日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係る津波避

難対策緊急事業 

令和５年５月 17 日医政発 0517 第７号厚生労働省医政局長通知「南

海トラフ地震及び日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係る津波避難

対策緊急事業実施要綱」に基づく津波避難対策緊急事業 

（25）アスベスト除去等整備事業 

  （略） 

（26）医療機器管理室施設整備事業 

  （略） 

（27）地球温暖化対策施設整備事業 

  （略） 
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（26）看護師の特定行為に係る指定研修機関等施設整備事業 

  （略） 

（27）地域拠点病院・地域拠点歯科診療所施設整備事業 

  （略） 

（28）非常用自家発電設備及び給水設備整備事業 

  （略） 

（29）医療施設浸水対策事業 

  （略） 

 

（交付金事業者） 

５ 都道府県から整備に要する経費の一部を受けて交付対象事業を実施できる

者は、次の者（以下「交付金事業者」という。）とする。ただし、４の（１）

から（27）に掲げる交付対象事業については、地方自治法（昭和 22 年法律第

67 号）第１条の３に規定する地方公共団体及び地方独立行政法人法（平成 15

年法律第 118 号）第２条第１項に規定する地方独立行政法人を除く。 

 

（１）４の（１）から（25）及び（27）から（29）に掲げる交付対象事業

（ただし、（21）ウの交付対象事業を除く。） 

   医療法第７条の規定に基づき許可を受けた病院及び診療所、又は同

法第８条の規定に基づき届出をした診療所の開設者 

   ただし、（12）、（18）、（21）ア及び（24）に掲げる交付対象事業を実

施できる者は、日本赤十字社、社会福祉法人恩賜財団済生会、全国厚

生農業協同組合連合会及び社会福祉法人北海道社会事業協会（以下「公

的団体」という。）を除く者に限る。 

  （２）４の（21）ウ及び（26）に掲げる交付対象事業 

      （ア）医療法人（イ）社会福祉法人（ただし、社会福祉法人恩賜財

団済生会及び社会福祉法人北海道社会事業協会を除く。）（ウ）学校法

人及び準学校法人（エ）一般社団法人、一般財団法人、公益社団法人

及び公益財団法人（オ）健康保険組合及び健康保険組合連合会（カ）

国民健康保険組合及び国民健康保険団体連合会（キ）独立行政法人

（ク）公的団体（ケ）国立大学法人 

      ただし、（21）ウに掲げる交付対象は、学校教育法（昭和 22 年法律

第 26 号）第 124 条の規定による 「専修学校」又は同法第 134 条の規

（28）看護師の特定行為に係る指定研修機関等施設整備事業 

  （略） 

（29）地域拠点病院・地域拠点歯科診療所施設整備事業 

  （略） 

（30）非常用自家発電設備及び給水設備整備事業 

  （略） 

（31）医療施設浸水対策事業 

  （略） 

 

（交付金事業者） 

５ 都道府県から整備に要する経費の一部を受けて交付対象事業を実施できる

者は、次の者（以下「交付金事業者」という。）とする。ただし、４の（１）

から（30）に掲げる交付対象事業については、地方自治法（昭和 22 年法律第

67 号）第１条の３に規定する地方公共団体及び地方独立行政法人法（平成 15

年法律第 118 号）第２条第１項に規定する地方独立行政法人を除く。 

 

（１）４の（１）から（27）及び（29）から（31）に掲げる交付対象事業

（ただし、（23）ウの交付対象事業を除く。） 

   医療法第７条の規定に基づき許可を受けた病院及び診療所、又は同

法第８条の規定に基づき届出をした診療所の開設者 

   ただし、（12）、（20）、（23）ア及び（26）に掲げる交付対象事業を実

施できる者は、日本赤十字社、社会福祉法人恩賜財団済生会、全国厚

生農業協同組合連合会及び社会福祉法人北海道社会事業協会（以下「公

的団体」という。）を除く者に限る。 

  （２）４の（23）ウ及び（28）に掲げる交付対象事業 

      （ア）医療法人（イ）社会福祉法人（ただし、社会福祉法人恩賜財

団済生会及び社会福祉法人北海道社会事業協会を除く。）（ウ）学校法

人及び準学校法人（エ）一般社団法人、一般財団法人、公益社団法人

及び公益財団法人（オ）健康保険組合及び健康保険組合連合会（カ）

国民健康保険組合及び国民健康保険団体連合会（キ）独立行政法人

（ク）公的団体（ケ）国立大学法人 

ただし、（23）ウに掲げる交付対象は、学校教育法（昭和 22 年法律

第 26 号）第 124 条の規定による 「専修学校」又は同法第 134 条の規
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定による「各種学校」の認可を受けることのできる看護師等養成所（た

だし、助産師養成所及び看護師養成所２年課程（通信制）にあっては

この限りではない。）に限るものとし、事業を実施できる者は、公的

団体及び国立大学法人を除く者に限る。 

 

６ （略） 

 

（交付額の算定方法） 

７ この交付金は、事業計画に記載された医療提供施設等の整備に要する経費の

一部に充てるため都道府県に交付するものとし、その交付額は、次により算定

するものとする。 

（１）～（３） （略） 

（４）別表１の第１欄のＢ及びＣにかかる交付額の算定方法については、（２）

の交付基礎額に別表４（ただし、４の（21）ウ、エ及び（26）の交付対象事

業を除く。）及び別表５の調整率を乗じて得た額（算定された額に 1,000 円

未満の端数が生じた場合には、これを切捨てるものとする。）を、別表６の

評価事項及び各都道府県が行う事後的評価による評価に基づき、事業分類ご

とに合計した額を交付額とする。（なお、予算額等諸般の事情により各都道

府県からの申請の全部を受理することができない場合、申請のあった各都道

府県の各事業の優先順位については、別表６の評価事項並びに各都道府県が

行う事後的評価による評価に基づき決定される。） 

 

（交付金の配分方法） 

８ 都道府県は、国から交付される交付金を交付金事業者ごとに事業区分を示し

て配分するものとし、その配分方法は、次により調整するものとする。 

  なお、配分の調整に伴い、当初提出した事業計画に記載された事業区分又は

施設の名称及び設置主体について変更が生じる場合、都道府県知事は、速やかに

事業計画を変更し、交付申請書に添えて厚生労働大臣に提出するものとする。 

（１） （略） 

（２）交付金事業者に配分する交付金の事業分類ごとの合計額は、別表１の第１

欄のＡ及びＢに掲げる事業分類については、配分する交付対象事業における

交付基礎額の合計額の３分の１、Ｃに掲げる事業分類については、該当する

交付対象事業における交付基礎額の合計額の２分の１を超えない額となる

定による「各種学校」の認可を受けることのできる看護師等養成所（た

だし、助産師養成所及び看護師養成所２年課程（通信制）にあっては

この限りではない。）に限るものとし、事業を実施できる者は、公的団

体及び国立大学法人を除く者に限る。 

 

６ （略） 

 

（交付額の算定方法） 

７ この交付金は、事業計画に記載された医療提供施設等の整備に要する経費の

一部に充てるため都道府県に交付するものとし、その交付額は、次により算定

するものとする。 

（１）～（３） （略） 

（４）別表１の第１欄のＢ及びＣにかかる交付額の算定方法については、（２）

の交付基礎額に別表４（ただし、４の（23）ウ、エ及び(28)の交付対象事業

を除く。）及び別表５の調整率を乗じて得た額（算定された額に 1,000 円未

満の端数が生じた場合には、これを切捨てるものとする。）を、別表６の評

価事項及び各都道府県が行う事後的評価による評価に基づき、事業分類ごと

に合計した額を交付額とする。（なお、予算額等諸般の事情により各都道府

県からの申請の全部を受理することができない場合、申請のあった各都道府

県の各事業の優先順位については、別表６の評価事項並びに各都道府県が行

う事後的評価による評価に基づき決定される。） 

 

（交付金の配分方法） 

８ 都道府県は、国から交付される交付金を交付金事業者ごとに事業区分を示し

て配分するものとし、その配分方法は、次により調整するものとする。 

  なお、配分の調整に伴い、当初提出した事業計画に記載された事業区分又は

施設の名称及び設置主体について変更が生じる場合、都道府県知事は、速やかに

事業計画を変更し、交付申請書に添えて厚生労働大臣に提出するものとする。 

（１） （略） 

（２）交付金事業者に配分する交付金の事業分類ごとの合計額は、別表１の第１

欄のＡ及びＢに掲げる事業分類については、配分する交付対象事業における

交付基礎額の合計額の３分の１、Ｃに掲げる事業分類については、該当する

交付対象事業における交付基礎額の合計額の２分の１を超えない額となる
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よう調整する。 

ただし、事業分類Ａにおける事業区分（11）、（14）から（16）及び（27）、

事業分類Ｂにおける事業区分（20）及び（21）について配分する交付金の

合計額は、交付基礎額の合計額の２分の１を超えない額となるよう調整す

る。 

 

別表１ 

１ 事業分類 ２ 事業区分 

Ａ 医療計画等の推進に

関する事業 

 

(１)～(16) (略) 

(削除) 

(17)特殊病室施設整備事業 

(削除) 

(18)治験施設施設整備事業 

(27)地域拠点病院・地域拠点歯科診療所施設

整備事業 

(28)非常用自家発電設備及び給水設備整備事

業 

Ｂ 施設環境等の改善に

関する事業 

(19)特定地域病院施設整備事業 

(20)医療施設土砂災害防止施設整備事業 

(21)医療施設等耐震整備事業 

(22)南海トラフ地震及び日本海溝・千島海溝

周辺海溝型地震に係る津波避難対策緊急

事業 

よう調整する。 

ただし、事業分類Ａにおける事業区分（11）、（14）から（16）及び（29）、

事業分類Ｂにおける事業区分（22）及び（23）について配分する交付金の

合計額は、交付基礎額の合計額の２分の１を超えない額となるよう調整す

る。 

 

別表１ 

１ 事業分類 ２ 事業区分 

Ａ 医療計画等の推進に

関する事業 

 

(１)～(16) (略) 

(17)腎移植施設施設整備事業 

(18)特殊病室施設整備事業 

(19)肝移植施設施設整備事業 

(20)治験施設施設整備事業 

(29)地域拠点病院・地域拠点歯科診療所施設整

備事業 

(30)非常用自家発電設備及び給水設備整備事

業 

Ｂ 施設環境等の改善に

関する事業 

(21)特定地域病院施設整備事業 

(22)医療施設土砂災害防止施設整備事業 

(23)医療施設等耐震整備事業 

(24)南海トラフ地震及び日本海溝・千島海溝周

辺海溝型地震に係る津波避難対策緊急

事業 
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(23)アスベスト除去等整備事業 

(24)医療機器管理室施設整備事業 

(25)地球温暖化対策施設整備事業 

(29)医療施設浸水対策事業 

Ｃ 医療従事者の養成力

の充実等に関する事業 

(26)看護師の特定行為に係る指定研修機関等

施設整備事業 

 

別表２ 

１ 事業区分 ２ 基準額 ３ 対象経費 

(1)、(2)  (略) (略) 

(3)救急へリポ

ート施設整備

事業 

ヘリポート 

１医療機関当たり 

78,720 千円 

 (略) 

(4)ヘリポート

周辺施設施設

整備事業 

格納庫 

１医療機関当たり 

275,698 千円 

(略) 

給油施設 

１医療機関当たり 

(略) 

(25)アスベスト除去等整備事業 

(26)医療機器管理室施設整備事業 

(27)地球温暖化対策施設整備事業 

(31)医療施設浸水対策事業 

Ｃ 医療従事者の養成力

の充実等に関する事業 

(28)看護師の特定行為に係る指定研修機関等

施設整備事業 

 

別表２ 

１ 事業区分 ２ 基準額 ３ 対象経費 

(1)、(2)  (略) (略) 

(3)救急へリポー

ト施設整備事

業 

ヘリポート 

１医療機関当たり 

60,772 千円 

 (略) 

(4)ヘリポート周

辺施設施設整

備事業 

格納庫 

１医療機関当たり 

212,838 千円 

(略) 

給油施設 

１医療機関当たり 

(略) 
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173,625 千円 

融雪施設 

１医療機関当たり 

173,625 千円 

(略) 

(5)救命救急セン

ター施設整備

事業 

(略)   (略) 

ヘリポート 

１医療機関当たり 

125,436 千円 

(略) 

(略) (略) 

(略) (略) 

(略) (略) 

(略) (略) 

補強が必要と認められるもの 

基準面積 

2,300 ㎡×108,900 円 

(略) 

(6)～(9) (略) (略) 

(10)周産期医療

施設施設整備事

業 

 次に掲げる基準面積に別表３に定

める単価を乗じた額とする。 

 基準面積 

(1)  (略) 

(略) 

134,038 千円 

融雪施設 

１医療機関当たり 

134,038 千円 

(略) 

(5)救命救急セン

ター施設整備

事業 

(略)   (略) 

ヘリポート 

１医療機関当たり 

96,836 千円 

(略) 

(略) (略) 

(略) (略) 

(略) (略) 

(略) (略) 

補強が必要と認められるもの 

基準面積 

2,300 ㎡×84,100 円 

(略) 

(6)～(9) (略) (略) 

(10)周産期医療

施設施設整備

事業 

次に掲げる基準面積に別表３に定

める単価を乗じた額とする。 

基準面積 

(1)  (略) 

 (略) 
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(2)産科区域整備 

病棟等の感染対策に係る整備 

対象面積１㎡当たり 

基準単価 309,900 円 

(11)～(12) (略) (略) 

(13)医療施設

近代化施設整

備事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次により算定された額の合計額と

する。 

  

(1)精神病棟 

 (略) 

(2)結核病棟改修等整備事業 

(略) 

(3)診療所 

ア (略) 

イ 改修等により療養病床を整

備する診療所 

１床当たり 10,695 千円 

×整備後の療養病床の病床数 

(4)療養病床療養環境改善事業 

(略) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)産科区域整備 

病棟等の感染対策に係る整備 

対象面積１㎡当たり 

基準単価 239,300 円 

(11)～(12) (略) (略) 

(13)医療施設近

代化施設整備

事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次により算定された額の合計額と

する。 

  

(1)精神病棟 

 (略) 

(2)結核病棟改修等整備事業 

(略) 

(3)診療所 

ア (略) 

イ 改修等により療養病床を整

備する診療所 

１床当たり 8,257 千円 

×整備後の療養病床の病床数 

(4)療養病床療養環境改善事業 

(略) 
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ア及びイに掲げる基準面積(＝ア

＋イ)に別表３に定める単価を

乗じた額と、ウにより算定され

た額との合計額とする｡ 

ア、 イ (略) 

ウ 浴室 

浴室１か所当たり 

31,267 千円 

ただし、特に厚生労働大

臣が必要と認める場合は、

62,543 千円とする。 

(5)介護老人保健施設及び診療所 

病院又は有床診療所の病床を廃

止(この場合、診療所の併設が必

要)又は削減し、当該患者を介護

老人保健施設から在宅に至るま

での診療計画に基づき入所させ

るための介護老人保健施設及び

診療所を整備する場合 

ア 介護老人保健施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア及びイに掲げる基準面積(＝ア

＋イ)に別表３に定める単価を

乗じた額と、ウにより算定され

た額との合計額とする｡ 

ア、イ (略) 

ウ 浴室 

浴室１か所当たり 

24,138 千円 

ただし、特に厚生労働大

臣が必要と認める場合は、

48,283 千円とする。 

(5)介護老人保健施設及び診療所 

病院又は有床診療所の病床を廃

止(この場合、診療所の併設が必

要)又は削減し、当該患者を介護

老人保健施設から在宅に至るま

での診療計画に基づき入所させ

るための介護老人保健施設及び

診療所を整備する場合 

  ア 介護老人保健施設 
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整備する介護老人保健施設の

入所定員数(削減した病院又

は有床診療所の病床数を上限

とする。)×１床当たり単価 

 

   (１床当たり単価) 

    新築 11,046 千円 

    改築 13,255 千円 

    改修  5,523 千円 

 

イ (略) 

(14)基幹災害

拠点病院施設

整備事業 

 

 

 

 

 

 

(1)補強が必要と認められるもの((2)

を除く工法によるもの) 

基準面積 

2,300 ㎡×108,900 円 

 

(2)上記補強を免震化工法により実施

する場合 

  基準面積 

2,300 ㎡×119,830 円 

(略) 

 

 

 

 

整備する介護老人保健施設の

入所定員数(削減した病院又

は有床診療所の病床数を上限

とする。)×１床当たり単価 

 

   (１床当たり単価) 

    新築  8,528 千円 

    改築 10,233 千円 

    改修  4,264 千円 

 

イ (略) 

(14)基幹災害拠

点病院施設整

備事業 

 

 

 

 

 

 

(1)補強が必要と認められるもの((2)

を除く工法によるもの) 

基準面積 

2,300 ㎡×84,100 円 

 

(2)上記補強を免震化工法により実施

する場合 

  基準面積 

2,300 ㎡×92,510 円 

(略) 
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(3)耐震構造指標である Is値が 0.4未

満の建物を有する病院((4)を除く

工法によるもの) 

  基準面積 

2,300 ㎡×517,800 円 

 

(4)上記補強を免震化工法により実施

する場合 

  基準面積 

2,300 ㎡×569,660 円 

備蓄倉庫 

１医療機関当たり 

 214,255 千円 

(略) 

非常用自家発電設備 

１医療機関当たり 

196,311 千円 

(略) 

 

受水槽 

１医療機関当たり 

180,908 千円 

(略) 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3)耐震構造指標である Is値が 0.4未

満の建物を有する病院((4)を除く

工法によるもの) 

  基準面積 

2,300 ㎡×399,800 円 

 

(4)上記補強を免震化工法により実施

する場合 

  基準面積 

2,300 ㎡×439,780 円 

備蓄倉庫 

１医療機関当たり 

198,937 千円 

(略) 

非常用自家発電設備 

１医療機関当たり 

182,276 千円 

(略) 

 

受水槽 

１医療機関当たり 

167,974 千円 

(略) 
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研修部門 

１医療機関当たり 

164,814 千円 

(略) 

ヘリポート 

１医療機関当たり 

 193,225 千円 

(略) 

給水設備 

１医療機関当たり 

85,071 千円 

(略) 

 

燃料タンク 

１医療機関当たり 

39,231 千円 

(略) 

(15)地域災害

拠点病院施設

整備事業 

 

 

 

 

 

(1)補強が必要と認められるもの((2)

を除く工法によるもの) 

基準面積  

2,300 ㎡×108,900 円 

 

(2)上記補強を免震化工法により実施

する場合 

  基準面積 

(略) 

研修部門 

１医療機関当たり 

153,031 千円 

(略) 

ヘリポート 

１医療機関当たり 

 179,410 千円 

(略) 

給水設備 

１医療機関当たり 

78,989 千円 

(略) 

 

燃料タンク 

１医療機関当たり 

36,426 千円 

(略) 

(15)地域災害拠

点病院施設整

備事業 

 

 

 

 

 

(1)補強が必要と認められるもの((2)

を除く工法によるもの) 

基準面積  

2,300 ㎡×84,100 円 

 

(2)上記補強を免震化工法により実施

する場合 

  基準面積 

(略) 
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2,300 ㎡×119,830 円 

 

(3)耐震構造指標である Is値が 0.4未

満の建物を有する病院((4)を除く

工法によるもの) 

  基準面積 

  2,300 ㎡×517,800 円 

 

(4)上記補強を免震化工法により実施

する場合 

  基準面積 

2,300 ㎡×569,660 円 

備蓄倉庫 

１医療機関当たり 

60,434 千円 

(略) 

非常用自家発電設備 

１医療機関当たり 

196,311 千円 

(略) 

受水槽 

１医療機関当たり 

(略) 

 

 

 

2,300 ㎡×92,510 円 

 

(3)耐震構造指標である Is値が 0.4未

満の建物を有する病院((4)を除く

工法によるもの) 

  基準面積 

2,300 ㎡×399,800 円 

 

(4)上記補強を免震化工法により実施

する場合 

  基準面積 

2,300 ㎡×439,780 円 

備蓄倉庫 

１医療機関当たり 

56,113 千円 

(略) 

非常用自家発電設備 

１医療機関当たり 

182,276 千円 

(略) 

受水槽 

１医療機関当たり 

(略) 
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180,908 千円 

ヘリポート 

１医療機関当たり 

104,292 千円 

(略) 

給水設備 

１医療機関当たり 

85,071 千円 

(略) 

燃料タンク 

１医療機関当たり 

39,231 千円 

(略) 

(16)災害拠点

精神科病院施

設整備事業 

(1)補強が必要と認められるもの((2)

を除く工法によるもの) 

基準面積 

2,300 ㎡×108,900 円 

 

(2)上記補強を免震化工法により実施

する場合 

  基準面積 

2,300 ㎡×119,830 円 

 

(略) 

167,974 千円 

ヘリポート 

１医療機関当たり 

96,836 千円 

(略) 

給水設備 

１医療機関当たり 

78,989 千円 

(略) 

燃料タンク 

１医療機関当たり 

36,426 千円 

(略) 

(16)災害拠点精

神科病院施設

整備事業 

(1)補強が必要と認められるもの((2)

を除く工法によるもの) 

基準面積 

2,300 ㎡×84,100 円 

 

(2)上記補強を免震化工法により実施

する場合 

  基準面積 

2,300 ㎡×92,510 円 

 

(略) 
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(3)耐震構造指標である Is値が 0.4未

満の建物を有する病院((4)を除く

工法によるもの) 

基準面積 

2,300 ㎡×517,800 円 

 

(4)上記補強を免震化工法により実施

する場合 

  基準面積 

2,300 ㎡×569,660 円 

非常用自家発電設備 

１医療機関当たり 

196,311 千円 

(略) 

受水槽 

１医療機関当たり 

181,985 千円 

(略) 

給水設備 

１医療機関当たり 

85,071 千円 

(略) 

燃料タンク (略) 

(3)耐震構造指標である Is値が 0.4未

満の建物を有する病院((4)を除く

工法によるもの) 

基準面積 

2,300 ㎡×399,800 円 

 

(4)上記補強を免震化工法により実施

する場合 

  基準面積 

2,300 ㎡×439,780 円 

非常用自家発電設備 

１医療機関当たり 

182,276 千円 

(略) 

受水槽 

１医療機関当たり 

168,974 千円 

(略) 

給水設備 

１医療機関当たり 

78,989 千円 

(略) 

燃料タンク (略) 
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１医療機関当たり 

39,231 千円 

(削除) (削除) (削除) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(17) 特殊病室

施設整備事業 

(略) (略) 

(削除) (削除) (削除) 

 

 

 

 

 

１医療機関当たり 

36,426 千円 

(17)腎移植施設

施設整備事業 

次に掲げる基準面積に別表３に定

める単価を乗じた額とする。 

基準面積 100 ㎡ 

腎移植施設と

して必要な次の

部門の新築、増

改築に要する工

事費又は工事請

負費 

 

無 菌 手 術 室

（機械室及び附

属設備を含む。） 

(18)特殊病室施

設整備事業 

(略) (略) 

(19)肝移植施設

施設整備事業 

次に掲げる基準面積に別表３に定

める単価を乗じた額とする。 

基準面積 100 ㎡ 

肝移植施設と

して必要な次の

部門の新築、増

改築及び改修に

要する工事費又

は工事請負費 
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(18)治験施設

施設整備事業 

 (略) (略) 

(19)特定地域

病院施設整備

事業 

次に掲げる基準面積に別表３に定

める単価を乗じた額とする。((2)の場

合を除く。) 

基準面積 

(1) (略) 

(2) 補強の場合 

ア 病棟 

既存病床数×30％×13.88

㎡×108,900 円 

(ただし、一部補強の場合は

上記による面積から補強を

要しない病床数×13.88 ㎡

を差引いた面積を限度とす

る。) 

(略) 

 

無 菌 手 術 室

（機械室及び附

属設備を含む。） 

(20)治験施設施

設整備事業 

 (略) (略) 

(21)特定地域病

院施設整備事

業 

次に掲げる基準面積に別表３に定

める単価を乗じた額とする。((2)の場

合を除く。) 

基準面積 

(1) (略) 

(2) 補強の場合 

ア 病棟 

既存病床数×30％×13.88

㎡×84,100 円 

(ただし、一部補強の場合は

上記による面積から補強を

要しない病床数×13.88 ㎡

を差引いた面積を限度とす

る。) 

(略) 
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イ 診療棟 

当該補強部分に係る既存

診療棟面積で厚生労働大

臣が認める面積×108,900

円 

(20)医療施設

土砂災害防止

施設整備事業 

補強又は防護壁の設置等が必要と

認められるもの１か所当たり 

86,011 千円 

(略) 

(21)医療施設

等耐震整備事

業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

病院の場合 

(1)補強が必要と認められるもの

((2)を除く工法によるもの) 

基準面積 

2,300 ㎡×108,900 円 

 

(2) 上記補強を免震化工法により

実施する場合 

  基準面積 

   2,300 ㎡×119,830円 

 

(3)耐震構造指標であるIs値が0.4

(略) 

イ 診療棟 

当該補強部分に係る既存

診療棟面積で厚生労働大

臣が認める面積×84,100

円 

(22)医療施設土

砂災害防止施

設整備事業 

補強又は防護壁の設置等が必要と

認められるもの１か所当たり 

66,400 千円 

(略) 

(23)医療施設等

耐震整備事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

病院の場合 

(1)補強が必要と認められるもの

((2)を除く工法によるもの) 

基準面積 

2,300 ㎡×84,100 円 

 

(2)上記補強を免震化工法により

実施する場合 

  基準面積 

   2,300 ㎡×92,510 円 

 

(3)耐震構造指標であるIs値が0.4

(略) 
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未満の建物を有する第二次救急

医療施設等((5)を除く工法によ

るもの) 

基準面積 

   2,300 ㎡×517,800円 

 

(4)耐震構造指標であるIs値が0.3

未満の建物を有する病院(第二

次救急医療施設等は除く)((5)

を除く工法によるもの) 

   基準面積 

   2,300 ㎡×517,800円 

 

(5)(3)及び(4)の補強を免震化工

法により実施する場合 

  基準面積 

  2,300 ㎡×569,660 円 

看護師等養成所の場合 

(1)補強が必要と認められるもの 

基準面積 

(略) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

未満の建物を有する第二次救急

医療施設等((5)を除く工法によ

るもの) 

基準面積 

   2,300 ㎡×399,800円 

 

(4)耐震構造指標であるIs値が0.3

未満の建物を有する病院(第二

次救急医療施設等は除く)((5)

を除く工法によるもの) 

   基準面積 

  2,300 ㎡×399,800 円 

 

(5)(3)及び(4)の補強を免震化工

法により実施する場合 

  基準面積 

  2,300 ㎡×439,780 円 

看護師等養成所の場合 

(1)補強が必要と認められるもの 

基準面積 

(略) 
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2,300 ㎡×83,100 円 

 

(2)上記補強を免震化工法により

実施する場合 

基準面積 

2,300 ㎡×91,470 円 

 

(3)耐震構造指標であるIs値が0.3

未満のもの 

基準面積 

2,300 ㎡×395,700 円 

平成７年に施行された地震防災対策

特別措置法(平成７年法律第 1111 号)

第２条に基づいて、都道府県知事が作

成した５箇年計画に定められた地震

防災上緊急に整備すべき医療施設の

場合 

 

(1)補強が必要と認められるもの 

基準面積 

(略) 

2,300 ㎡×64,200 円 

 

(2)上記補強を免震化工法により

実施する場合 

基準面積 

2,300 ㎡×70,620 円 

 

(3)耐震構造指標であるIs値が0.3

未満のもの 

基準面積 

2,300 ㎡×305,500 円 

平成７年に施行された地震防災対策

特別措置法(平成７年法律第 1111 号)

第２条に基づいて、都道府県知事が作

成した５箇年計画に定められた地震

防災上緊急に整備すべき医療施設の

場合 

 

(1)補強が必要と認められるもの 

基準面積 

 (略) 
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2,300 ㎡×108,900 円 

 

(2) 上記補強を免震化工法により

実施する場合 

基準面積 

2,300 ㎡×119,830 円 

(22)南海トラ

フ地震及び日

本海溝・千島

海溝周辺海溝

型地震に係る

津波避難対策

緊急事業 

 

 

 

 

 

 

 

救命救急センター 

1,245,616 千円 

(略) 

病院群輪番制病院及び共同利用型

病院 

129,889 千円 

(略) 

救急告示病院 

129,889 千円 

(略) 

在宅当番医制病院 

129,889 千円 

(略) 

在宅当番医制診療所 

21,280 千円 

(略) 

在宅当番医制歯科診療所 

21,280 千円 

(略) 

休日夜間急患センター (略) 

2,300 ㎡×84,100 円 

 

(2) 上記補強を免震化工法により

実施する場合 

基準面積 

2,300 ㎡×92,510 円 

(24)南海トラフ

地震及び日本

海溝・千島海溝

周辺海溝型地

震に係る津波

避難対策緊急

事業 

 

 

 

 

 

 

 

救命救急センター 

1,156,561 千円 

(略) 

病院群輪番制病院及び共同利用型

病院 

120,603 千円 

(略) 

救急告示病院 

120,603 千円 

(略) 

在宅当番医制病院 

120,603 千円 

(略) 

在宅当番医制診療所 

19,759 千円 

(略) 

在宅当番医制歯科診療所 

19,759 千円 

(略) 

休日夜間急患センター (略) 
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21,280 千円 

休日等歯科診療所 

21,280 千円 

(略) 

時間外診療実施診療所 

21,280 千円 

(略) 

基幹災害拠点病院 

1,096,885 千円 

(略) 

地域災害拠点病院 

724,677 千円 

(略) 

周産期母子医療センター 

134,910 千円 

(略) 

小児救急医療拠点病院 

45,600 千円 

(略) 

在宅医療実施病院 

129,889 千円 

(略) 

在宅医療実施診療所 

21,280 千円 

(略) 

在宅医療実施歯科診療所 

21,280 千円 

(略) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

19,759 千円 

休日等歯科診療所 

19,759 千円 

(略) 

時間外診療実施診療所 

19,759 千円 

(略) 

基幹災害拠点病院 

1,018,463 千円 

(略) 

地域災害拠点病院 

672,866 千円 

(略) 

周産期母子医療センター 

125,265 千円 

(略) 

小児救急医療拠点病院 

42,340 千円 

(略) 

在宅医療実施病院 

120,603 千円 

(略) 

在宅医療実施診療所 

19,759 千円 

(略) 

在宅医療実施歯科診療所 

19,759 千円 

(略) 
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がん医療実施診療所 

21,280 千円 

(略) 

脳卒中医療実施病院 

129,889 千円 

(略) 

精神科病院 

129,889 千円 

(略) 

精神科救急医療センター 

1,245,616 千円 

(略) 

助産所 

21,280 千円 

(略) 

(23)アスベス

ト除去等整備

事業 

１㎡当たり 61,000 円 

×アスベスト等の除去等を行う壁

等の延面積 

(略) 

(24)医療機器

管理室施設整

備事業 

(略) (略) 

(25)地球温暖

化対策施設整

備事業 

１医療機関当たり 

117,856 千円 

(略) 

(26)看護師の (略) (略) 

がん医療実施診療所 

19,759 千円 

(略) 

脳卒中医療実施病院 

120,603 千円 

(略) 

精神科病院 

120,603 千円 

(略) 

精神科救急医療センター 

1,156,561 千円 

(略) 

助産所 

19,759 千円 

(略) 

(25)アスベスト

除去等整備事

業 

１㎡当たり 56,600 円 

×アスベスト等の除去等を行う壁

等の延面積 

(略) 

(26)医療機器管

理室施設整備

事業 

(略) (略) 

(27)地球温暖化

対策施設整備

事業 

１医療機関当たり 

109,430 千円 

(略) 

(28)看護師の特 (略) (略) 
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特定行為に係

る指定研修機

関等施設整備

事業 

(27)地域拠点

病院・地域拠

点歯科診療所

施設整備事業 

(略) (略) 

(28)非常用自

家発電設備及

び給水設備整

備事業 

 

非常用自家発電設備 

１医療機関当たり 

196,311 千円 

(略) 

受水槽 

１医療機関当たり 

180,908 千円 

(略) 

給水設備 

１医療機関当たり 

85,071 千円 

(略) 

燃料タンク 

１医療機関当たり 

39,231 千円 

(略) 

定行為に係る

指定研修機関

等施設整備事

業 

(29)地域拠点病

院・地域拠点歯

科診療所施設

整備事業 

(略) (略) 

(30)非常用自家

発電設備及び

給水設備整備

事業 

 

非常用自家発電設備 

１医療機関当たり 

182,276 千円 

(略) 

受水槽 

１医療機関当たり 

167,974 千円 

(略) 

給水設備 

１医療機関当たり 

78,989 千円 

(略) 

燃料タンク 

１医療機関当たり 

36,426 千円 

(略) 
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(29)医療施設

浸水対策事業 

 

 

(1) 医療用設備の想定浸水深または

基準水位以上への移設が必要と認

められるもの 

１医療機関当たり 

55,400 千円 

(略) 

(2) 電源設備の想定浸水深または基

準水位以上への移設が必要と認め

られるもの 

１医療機関当たり 

43,717 千円 

(略) 

(3) 止水板もしくは防水壁の設置が

必要と認められるもの 

１医療機関当たり 

77,867 千円 

(略) 

(4) 排水ポンプ及び雨水貯留槽の設

置が必要と認められるもの 

１医療機関当たり 

30,326 千円 

(略) 

（注）１～３ （略） 

 

(31)医療施設浸

水対策事業 

 

 

(1) 医療用設備の想定浸水深または

基準水位以上への移設が必要と認

められるもの 

１医療機関当たり 

51,439 千円 

(略) 

(2) 電源設備の想定浸水深または基

準水位以上への移設が必要と認め

られるもの 

１医療機関当たり 

40,591 千円 

(略) 

(3) 止水板もしくは防水壁の設置が

必要と認められるもの 

１医療機関当たり 

72,300 千円 

(略) 

(4) 排水ポンプ及び雨水貯留槽の設

置が必要と認められるもの 

１医療機関当たり 

28,158 千円 

(略) 

（注）１～３ （略） 
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別表３ １平方メートル当たり単価表 

（単位：円） 

事業区分 種目等 構造別 単価 

(１)休日夜間急患セン

ター施設整備事業 

(７)小児初期救急セン

ター施設整備事業 

(26)看護師の特定行為

に係る指定研修機関

等施設整備事業 

(27)地域拠点病院・地

域拠点歯科診療所施

設整備事業 

 鉄筋コンクリー

ト 

558,000 

ブロック 444,000 

木造 362,000 

(２)病院群輪番制病院

及び共同利用型病院

施設整備事業 

(５)救命救急センター

施設整備事業 

(６)小児救急医療拠点

病院施設整備事業 

 

 

 

 

 

 

 

鉄筋コンクリー

ト 

 

 

 

 

 

558,000 

 

 

 

 

 

 

別表３ １平方メートル当たり単価表 

（単位：円） 

事業区分 種目等 構造別 単価 

(１)休日夜間急患セン

ター施設整備事業 

(７)小児初期救急セン

ター施設整備事業 

(28)看護師の特定行為

に係る指定研修機関

等施設整備事業 

(29)地域拠点病院・地

域拠点歯科診療所施

設整備事業 

 鉄筋コンクリー

ト 

484,000 

ブロック 214,000 

木造 355,000 

(２)病院群輪番制病院

及び共同利用型病院

施設整備事業 

(５)救命救急センター

施設整備事業 

(６)小児救急医療拠点

病院施設整備事業 

 

 

 

 

 

 

 

鉄筋コンクリー

ト 

 

 

 

 

 

484,000 
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(８)小児集中治療室施

設整備事業 

(24)医療機器管理室施

設整備事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(９)小児医療施設施設

整備事業 

(11)地域療育支援施設

施設整備事業 

(12)共同利用施設施設

整備事業 

(19)特定地域病院施設

整備事業 

病棟 鉄筋コンクリー

ト 

558,000 

ブロック 444,000 

診療棟 鉄筋コンクリー

ト 

558,000 

ブロック 444,000 

(10)周産期医療施設施

設整備事業 

 鉄筋コンクリー

ト 

558,000 

ブロック 444,000 

(13)医療施設近代化施

設整備事業 

病院 鉄筋コンクリー

ト 

558,000 

ブロック 444,000 

(８)小児集中治療室施

設整備事業 

(26)医療機器管理室施

設整備事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(９)小児医療施設施設

整備事業 

(11)地域療育支援施設

施設整備事業 

(12)共同利用施設施設

整備事業 

(21)特定地域病院施設

整備事業 

病棟 鉄筋コンクリー

ト 

484,000 

ブロック 214,000 

診療棟 鉄筋コンクリー

ト 

484,000 

ブロック 214,000 

(10)周産期医療施設施

設整備事業 

 鉄筋コンクリー

ト 

484,000 

ブロック 214,000 

(13)医療施設近代化施

設整備事業 

病院 鉄筋コンクリー

ト 

484,000 

ブロック 214,000 
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診療所 

（一般地

区） 

鉄筋コンクリー

ト 

558,000 

ブロック 444,000 

木造 362,000 

診療所 

（離島、豪

雪地区） 

鉄筋コンクリー

ト 

558,000 

ブロック 444,000 

木造 362,000 

(削除) 

 

 

 

(削除) (削除) (削除) 

(18)治験施設施設整備

事業 

治験専門外

来 

 

鉄筋コンクリー

ト 

558,000 

ブロック 444,000 

治験管理部

門 

鉄筋コンクリー

ト 

558,000 

ブロック 444,000 

（注）１、２ （略） 

 

診療所 

(一般地区) 

鉄筋コンクリー

ト 

484,000 

ブロック 214,000 

木造 355,000 

診療所 

(離島、豪雪

地区) 

鉄筋コンクリー

ト 

484,000 

ブロック 214,000 

木造 355,000 

(17)腎移植施設施設整

備事業 

(19)肝移植施設施設整

備事業 

 鉄筋コンクリー

ト 

626,700 

(20)治験施設施設整備

事業 

 

治験専門外

来 

 

鉄筋コンクリー

ト 

484,000 

ブロック 214,000 

治験管理部

門 

鉄筋コンクリー

ト 

484,000 

ブロック 214,000 

（注）１、２ （略） 
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別表４ （略） 

 

別表５ 事業区分による調整 

事業区分 調整率 

４の(１)から(10)、(12)から(20) 、(22)から(25) 、(28)及び

(29)に掲げる事業(ただし、４の(14)から(16)に掲げる事業に

ついては、耐震化に伴う補強が必要と認められるもの及び受水

槽、給水設備を除く。また、４の(28)に掲げる事業については、

受水槽、給水設備を除く。) 

０．３３ 

４の(11)、(14)から(16)、(21)、(26)、(27)及び (28)に掲げ

る事業(ただし、４の(14)から(16)に掲げる事業については、

耐震化に伴う補強が必要と認められるもの及び受水槽、給水設

備に限る。また、４の(28)に掲げる事業については、受水槽、

給水設備に限る。) 

０．５０ 

 

別表６～８ （略） 

 

９～17 （略） 

 

第１～２号様式別紙１ （略） 

別表４ （略） 

 

別表５ 事業区分による調整 

事業区分 調整率 

４の(１)から(10)、(12)から(22) 、(24)から(27) 、(30)及び

(31)に掲げる事業(ただし、４の(14)から(16)に掲げる事業に

ついては、耐震化に伴う補強が必要と認められるもの及び受水

槽、給水設備を除く。また、４の(30)に掲げる事業については、

受水槽、給水設備を除く。) 

０．３３ 

４の(11)、(14)から(16)、(23)、(28)、(29)及び (30)に掲げ

る事業(ただし、４の(14)から(16)に掲げる事業については、

耐震化に伴う補強が必要と認められるもの及び受水槽、給水設

備に限る。また、４の(30)に掲げる事業については、受水槽、

給水設備に限る。) 

０．５０ 

 

別表６～８ （略） 

 

９～17 （略） 

 

第１～２号様式別紙１ （略） 
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第２号様式別紙２ 

 

 

第３～５号様式 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２号様式別紙２ 

 

 

第３～５号様式 （略） 
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第６号様式 

 

第６号様式 
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第７号様式 

 

第７号様式 
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第８号様式 （略） 第８号様式 （略） 

 


